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■
自
衛
隊
員
募
集

﹇
応
募
資
格
﹈
①
一
般
曹
候
補
生
②

２
等
陸
海
空
士
﹇
対
象
﹈
18
歳
〜
27

歳
未
満
の
男
女
﹇
受
付
期
間
﹈
①
８

月
１
日
Œ
〜
９
月
７
日
–
②
年
間
を

通
じ
て
募
集
（
一
部
期
限
付
き
）

﹇
問
合
せ
先
﹈
八
王
子
地
域
事
務
所

（
ò
042
・
645
・
８
０
５
２
）

■
水
道
局
多
摩
水
質
試
験
室
で
「
Ｉ

Ｓ
Ｏ
／
Ｉ
Ｅ
Ｃ
１
７
０
２
５
」
の
認

定
を
取
得

東
京
都
水
道
局
で
は
多
摩
地
区
の

水
道
水
の
水
質
管
理
を
担
当
し
て
い

納
付
（
１
万
580
円
）
の
３
種
類
が
あ

り
ま
す
。
承
認
は
、
本
人
、
配
偶
者
、

世
帯
主
そ
れ
ぞ
れ
の
前
年
の
所
得
に

基
づ
き
判
定
さ
れ
ま
す
。
保
険
料
を

免
除
さ
れ
た
期
間
は
、
年
金
を
受
け

る
た
め
に
必
要
な
期
間
に
含
ま
れ
ま

す
が
、
年
金
額
は
保
険
料
を
全
額
納

付
し
た
場
合
に
比
べ
て
、
全
額
免
除

期
間
は
「
３
分
の
１
」、
４
分
の
１

納
付
期
間
は
「
２
分
の
１
」、
半
額

納
付
期
間
は
「
３
分
の
２
」、
４
分

の
３
納
付
期
間
は
「
６
分
の
５
」
と

し
て
計
算
さ
れ
ま
す
。

た
だ
し
、
一
部
納
付
分
の
保
険
料

を
納
付
し
な
い
場
合
は
、
免
除
が
無

効
と
な
り
ま
す
。

▼
若
年
者
納
付
猶
予
制
度
〜
30
歳
未

満
の
方
が
対
象

同
居
の
世
帯
主
の
所
得
に
か
か
わ

ら
ず
、
30
歳
未
満
の
本
人
お
よ
び

配
偶
者
の
所
得
が
全
額
免
除
基
準
以

下
の
場
合
は
、
申
請
に
よ
り
保
険
料

納
付
が
猶
予
さ
れ
ま
す
。

保
険
料
を
猶
予
さ
れ
た
期
間
は
、

年
金
を
受
け
る
た
め
に
必
要
な
期
間

に
含
ま
れ
ま
す
が
、
年
金
額
に
は
反

映
さ
れ
ま
せ
ん
。

以
上
、
い
ず
れ
も
申
請
は
毎
年
必

要
で
す
が
、
全
額
免
除
と
納
付
猶
予

に
限
り
、
申
請
時
に
引
き
続
き
免
除

を
希
望
さ
れ
る
場
合
は
、
毎
年
の
申

請
は
不
要
で
す
。
承
認
期
間
は
、
７

月
か
ら
翌
年
の
６
月
ま
で
で
す
。

﹇
問
合
せ
先
﹈
八
王
子
社
会
保
険
事

務
所
（
ò
042
・
626
・
３
５
１
１
）、

市
保
険
年
金
課
年
金
係

■
年
金
加
入
記
録
の
相
談

年
金
手
帳
ま
た
は
本
人
確
認
が
で

き
る
も
の
を
持
参
し
、
市
役
所
２
階

保
険
年
金
課
年
金
係
へ

■
国
民
健
康
保
険
税
の
納
付
書
を
発

送
し
ま
す
〜
納
税
に
ご
協
力
を

平
成
19
年
度
の
国
民
健
康
保
険

税
納
税
通
知
書
を
７
月
12
日
œ
に

発
送
し
ま
す
。
納
期
は
７
月
末
か
ら

翌
年
３
月
末
ま
で
の
９
回
で
、
第
１

期
の
納
期
限
は
７
月
31
日
Õ
で
す
。

１
年
分
を
一
括
納
付
で
き
る
「
全
納

納
付
書
」
の
取
り
扱
い
期
限
は
７
月

31
日
Õ
で
す
。

▼
国
民
健
康
保
険
税
の
税
率
が
変
更

国
民
健
康
保
険
は
、
被
保
険
者
で

あ
る
加
入
者
が
納
付
す
る
保
険
税
と

国
・
都
・
市
の
支
出
等
に
よ
り
運
営

さ
れ
て
い
ま
す
。

前
回
の
保
険
税
の
改
定
後
、
急
速

な
高
齢
化
等
に
よ
り
医
療
費
の
増
大

が
激
し
く
、
市
の
一
般
会
計
か
ら
国

保
特
別
会
計
に
繰
り
入
れ
る
こ
と
が

で
き
る
財
源
に
も
限
り
が
あ
る
こ
と

か
ら
、
保
険
税
を
改
定
す
る
こ
と
に

な
り
ま
し
た
。

今
回
の
改
定
内
容
は
、
左
表
の
と

お
り
で
す
。

▼
国
民
健
康
保
険
税
の
計
算
方
法

国
民
健
康
保
険
税
は
世
帯
単
位
で

計
算
さ
れ
ま
す
。
課
税
額
は
、
①
所

得
割
額
②
資
産
割
額
③
均
等
割
額
④

平
等
割
額
か
ら
な
っ
て
い
ま
す
（
別

表
参
照
）。
40
歳
未
満
・
65
歳
以
上

の
方
は
「
医
療
保
険
分
」
の
み
、
40

歳
以
上
65
歳
未
満
（
介
護
保
険
第

２
号
被
保
険
者
）
の
方
は
「
医
療
保

険
分
と
介
護
保
険
分
」
の
合
計
額
と

な
り
ま
す
。
な
お
、
平
成
19
年
度

の
課
税
に
限
り
、
平
成
17
年
１
月

１
日
時
点
に
お
い
て
65
歳
以
上
の

年
金
受
給
者
で
、
平
成
17
年
度
分

の
住
民
税
の
算
定
に
あ
た
り
公
的
年

金
等
特
別
控
除
の
適
用
が
あ
っ
た
場

合
は
、
基
礎
控
除
（
33
万
円
）
の

ほ
か
に
7
万
円
を
控
除
し
て
計
算

し
ま
す
。

▼
生
活
が
困
窮
し
た
と
き
は
相
談
を

生
活
が
著
し
く
困
窮
し
、
保
険
税

を
納
付
す
る
こ
と
が
困
難
な
場
合
は

相
談
を
し
て
く
だ
さ
い
。

▼
便
利
で
確
実
な
口
座
振
替

指
定
の
預
貯
金
口
座
か
ら
各
納
期

の
最
終
日
に
自
動
的
に
振
り
替
え
ま

す
。

﹇
問
合
せ
先
﹈
保
険
年
金
課
保
険
税

係■
国
民
健
康
保
険
に
加
入
の
方
へ

▼
入
院
時
の
食
事
代
を
減
額

住
民
税
非
課
税
世
帯
の
方
は
医
療

費
の
自
己
負
担
限
度
額
及
び
入
院
時

の
食
事
代
（
１
食
あ
た
り
260
円
）
が

減
額
さ
れ
ま
す
。
な
お
、
住
民
税
課

税
者
が
「
住
民
税
に
か
か
る
経
過
措

置
対
象
者
」
の
み
の
世
帯
の
場
合
、

そ
の
世
帯
の
70
歳
以
上
の
住
民
税

非
課
税
者
は
、
入
院
時
食
事
代
等
減

額
の
対
象
に
な
り
ま
す
（
平
成
20

年
７
月
31
日
ま
で
）。

▼
入
院
時
の
医
療
機
関
窓
口
で
の
支

払
い
に
つ
い
て

申
請
を
し
て
「
限
度
額
適
用
認
定

証
」
の
交
付
を
受
け
、
入
院
時
に
医

療
機
関
に
提
示
す
る
と
、
窓
口
で
の

負
担
（
保
険
診
療
分
）
が
高
額
療
養

費
の
自
己
負
担
限
度
額
ま
で
の
支
払

い
で
済
み
ま
す
（
70
歳
以
上
の
高

齢
受
給
者
で
非
課
税
世
帯
で
な
い
方

は
、
す
で
に
限
度
額
ま
で
の
支
払
い

と
な
っ
て
い
ま
す
の
で
申
請
の
必
要

は
あ
り
ま
せ
ん
）。
入
院
等
で
高
額

な
医
療
費
が
発
生
す
る
と
思
わ
れ
る

方
は
申
請
を
し
て
く
だ
さ
い
。な
お
、

国
民
健
康
保
険
に
滞
納
が
あ
る
と
認

定
証
を
交
付
す
る
こ
と
が
で
き
な
い

場
合
が
あ
り
ま
す
。
ま
た
、
認
定
証

を
提
示
し
な
か
っ
た
り
、
自
己
負
担

限
度
額
に
変
更
が
あ
っ
た
場
合
は
、

今
ま
で
ど
お
り
診
療
月
か
ら
早
く
て

３
カ
月
後
の
下
旬
に
高
額
療
養
費
の

申
請
書
を
送
付
し
ま
す
。

﹇
持
参
す
る
も
の
﹈
印
鑑
、
該
当
者

の
国
民
健
康
保
険
証
※
申
請
者
が
該

当
者
で
な
い
場
合
は
本
人
確
認
が
で

き
る
書
類
（
免
許
証
・
パ
ス
ポ
ー

ト
・
保
険
証
等
）﹇
問
合
せ
先
﹈
保

険
年
金
課
給
付
係

お知らせなど

（広告）

■
市
税
の
納
付
書
が
変
更

市
税
（
市
都
民
税
普
通
徴
収
分
、

固
定
資
産
税
・
都
市
計
画
税
、
軽
自

動
車
税
）
と
国
民
健
康
保
険
税
の
納

付
書
は
、
全
国
の
コ
ン
ビ
ニ
エ
ン

ス
・
ス
ト
ア
で
も
取
り
扱
え
る
よ
う

に
な
り
ま
し
た
。
こ
れ
に
あ
わ
せ
て

納
付
書
の
形
を
一
部
変
更
し
ま
し

た
。
各
期
別
ご
と
に
１
枚
ず
つ
の
納

付
書
に
な
っ
て
い
ま
す
。
納
付
の
際

は
、
期
別
を
確
認
の
う
え
、
金
融
機

関
や
コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス
・
ス
ト
ア
の

窓
口
に
お
出
し
く
だ
さ
い
。
な
お
、

納
付
書
１
枚
当
た
り
の
金
額
が
30

万
円
を
超
え
る
場
合
は
、
銀
行
か
郵

便
局
で
お
支
払
い
く
だ
さ
い
。

▼
市
税
・
国
民
健
康
保
険
税
口
座
振

替
促
進
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
を
実
施

８
月
31
日
–
ま
で
に
市
税
・
国

保
税
の
口
座
振
替
を
新
た
に
申
し
込

ん
だ
方
か
ら
抽
選
で
300
人
に
市
内
で

利
用
で
き
る
「
カ
ワ
セ
ミ
商
品
券
500

円
分
」
を
差
し
上
げ
ま
す
。

﹇
対
象
﹈
市
・
都
民
税
（
普
通
徴
収
）、

固
定
資
産
税
・
都
市
計
画
税
、
償
却

資
産
税
、
軽
自
動
車
税
、
国
民
健
康

保
険
税
﹇
申
込
方
法
﹈
金
融
機
関
の

窓
口
で
申
し
込
み
の
場
合
は
、
預
金

通
帳
、
通
帳
印
、
納
税
通
知
書
を
持

参
※
申
込
用
紙
は
郵
送
可
。
市
内
の

金
融
機
関
に
も
あ
り
﹇
問
合
せ
先
﹈

納
税
課
管
理
係

■
国
民
年
金
保
険
料
を
納
め
る
の
が

困
難
な
方
へ

▼
免
除
制
度
を
ご
利
用
く
だ
さ
い

免
除
制
度
に
は
、
保
険
料
の
全
額

（
１
万
４
千
100
円
）
が
免
除
さ
れ
る

「
全
額
免
除
」
と
保
険
料
の
一
部
を

納
付
す
る
こ
と
に
よ
り
、
残
り
の
保

険
料
が
免
除
と
な
る
「
一
部
納
付
」

が
あ
り
ま
す
。「
一
部
納
付
」
に
は
、

４
分
の
１
納
付
（
３
千
530
円
）、
半

額
納
付
（
７
千
50
円
）、
４
分
の
３

る
多
摩
水
質
試
験
室
に
お
い
て
、
水

質
検
査
結
果
を
保
証
す
る
国
際
規
格

の
認
定
を
取
得
し
ま
し
た
。

﹇
問
合
せ
先
﹈
東
京
都
水
道
局
多
摩

水
道
改
革
推
進
本
部
水
質
検
査
室

（
ò
527
・
６
７
８
１
）

●改定後の国民健康保険税の税率

区    分

医療分　　均等割

　　　　　平等割

介護分　　所得割率

　　　　　均等割

　　　　　限度額

15,600円

7,000円

 0.84%

8,500円

70,000円

3,600円

1,400円

 0.16%

2,300円

20,000円

19,200円

8,400円

 1.00%

10,800円

90,000円

改正前 差額等 改正後

●国民健康保険税の計算方法（年間）

医療保険分＝fl＋‡＋·＋‚
（限度額53万円） 介護保険分＝fl＋‡（限度額9万円）

fl所得割額：所得に応じて計算
　する額（前年度の総所得金額－
　基礎控除33万円）×1.0/100

‡均等割額：
（該当者の人数）×10,800円

fl所得割額：所得に応じて計算する額
（前年の総所得金額－基礎控除33万円）×5.0/100
‡資産割額：固定資産税額に応じて計算する額
（本年度の固定資産税額）×10.0/100
·均等割額：世帯の加入者に応じて計算する額
（加入者の人数）×19,200円

‚平等割額：１世帯に8,400円が課せられます

一　　　　　般

低所得者Ⅰ

260円

210円

160円

100円

低所得者Ⅱ…住民税非課税世帯  
低所得者Ⅰ…住民税非課税世帯で世帯の各所得が必要経費・控除（年金
　　　　　　所得は控除額を80万円として計算）を差し引いたとき0円
　　　　　　となる世帯の70歳以上の被保険者

90日までの入院

90日を超える入院
住民税非課税世帯及び低所得者Ⅱ

●入院時の食事代（１食あたり）

●70歳未満の方の自己負担限度額 

※過去12カ月間に高額療養費の支給が4回以上あった場合、《　　　》の数字が
適用されます。《　　　》の金額は、医療機関で回数等を把握している等、適用
することが可能である場合に限り適用されます

所得区分（平成18年中の所得で判
定します） 自己負担限度額

150,000円＋（医療費－500,000円）
×１％《83,400円》

80,100円＋（医療費－267,000円）
×1％《44,400円》

35,400円　《24,600円》

上位所得者（基礎控除後の所得
600万円を超える世帯）

一般（上記以外の住民税課税世帯）

住民税非課税 


